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特集：ライフコースにおける社会的リスクの実証分析：2022年「生活と支え合いに関する調査」から

世帯の滞納行動パターンとその規定要因

河西 奈緒＊

抄 録

「地域共生社会」の実現に向けた体制づくりが推進されるなか，困難を抱えている世帯や個人を地域
でいかに発見するかが重要になっている。本稿は，困窮者への働きかけの糸口として世帯の滞納行動に
着目し，家賃を含めた生活インフラを成す料金の滞納行動パターンとその規定要因を探ることで，政策
へのインプリケーションを得ることを目指した。
分析の結果，世帯の滞納行動パターンとして「電話・家賃型」「電気・水道型」「全滞納型」「滞納なし」
が析出した。「滞納なし」を基準にしたとき，各パターンの規定要因として借入金あり，生活保護受給，
住宅費補助ありに正の効果，貯蓄ありに負の効果が見られ，有意な規定要因は「全滞納型」に多く，「電
気・水道型」では少なかった。
経済的困窮世帯の多い「全滞納型」と比較的軽微な滞納が含まれる「電気・水道型」の中間的な位置
に「電話・家賃型」があり，困窮の早期発見という観点からは，このグループへのアプローチが効果的
である可能性が示唆された。今後，複数時点のデータを用いた分析や質的検証が求められる。

キーワード：滞納，公共料金，家賃，困窮，早期支援

社会保障研究 2024, vol. 9, no. 3, pp. 289-300.

Ⅰ はじめに

1 研究の背景と目的
「地域共生社会」の実現に向け，包括的な相談体
制づくりや参加支援・つながりの構築が推進され
るなか，困難を抱えている世帯や個人を地域でい
かに発見しつながるかがますます重要になってい
る。困窮者支援分野においては，2013年の生活困
窮者自立支援制度創設時より「生活困窮者は，地
域から孤立している者も多く，これらの者が行政

の相談窓口等に来ることを待っているだけでは，
必要な支援につなげることはできない」1)という認
識が持たれ，関係機関の連携体制づくりやアウト
リーチによる早期の支援が方針として示されてき
た。しかし，人口減少，担い手不足の社会状況下
において，支援利用に至らない困窮者を地域の中
から積極的に発見するような実践は，なかなか広
まっていない実状がある。
本稿は，困窮者への働きかけの糸口として，世
帯の滞納行動に着目する。滞納を困窮者へのアウ
トリーチの機会ととらえる考え方は，自治体の債

＊国立社会保障・人口問題研究所 社会保障応用分析研究部 研究員
1) 社会保障審議会生活困窮者の生活支援の在り方に関する特別部会報告書（2013年1月25日）。
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権管理部門と生活相談部門の連携という形で実践
先行的に広まっており2)，柴田（2017，2018）はそ
の試みを理念及び収納率と徴収コストの面から評
価している。ただし，こうした取り組みは税金や
保険料など自治体に納付される公租公課の滞納に
関するものであり，民間で生じる料金の滞納を包
括していない。世帯の困窮の兆しを早期に把握す
るという観点からは，より生活に身近であり支払
い頻度の高い公共料金や家賃などの滞納に着目す
ることが有用と思われるが，これらの料金の滞納
に関する研究は少ない。また，世帯が家計から複
数の料金を支払う際に，何を滞納し，あるいはし
ないのかという項目間の選択を考慮した研究は見
られない。
以上をふまえ本稿では，世帯における各種料金
の滞納行動パターンを抽出し，その規定要因を明
らかにすることを目的とする。

2 先行研究
滞納に関する研究の多くは，滞納処分の規定や
滞納整理の実務といった料金徴収側の視点に立つ
ものだが，滞納者の属性や滞納理由に着眼した研
究も一部に存在する。ここでは，公共料金や家賃
を滞納する世帯や個人の属性・特徴について，先
行研究で明らかにされている内容を整理してお
く3)。
研究蓄積が比較的多いのは，家賃滞納者に関す
る研究である。宗（2014，2015，2017）による一
連の研究は，賃貸契約案件や調査対象者が家賃3
か月分の滞納に至ったかどうかを目的変数に設定
し，さまざまな説明変数の効果を検討している。
70万件以上の賃貸保証契約データを使用した宗
（2014）は，契約者に関する利用可能な変数が家
賃・年齢・性別・居住地に限られるなか，これら
の変数が家賃3か月分の滞納の有無を説明する力
は非常に低いことを示した。これに対し，宗
（2015）はサンプル数7,003と相対的に減るものの，

契約者の個人情報が多く含まれる賃貸保証契約の
データセットを用い，高家賃帯や敷金なしの物件
で家賃3か月分の滞納が起こりやすいこと，契約
者属性では低年収，生活保護受給，男性において
滞納が起こりやすく，会社員や公務員，60歳以上
で滞納が起こりにくいことなどを明らかにしてい
る。なお，宗（2015）は目的変数の検討過程にお
いて，家賃滞納額が3か月分に達すると1年後の入
居継続率が大きく下がることを統計的に指摘して
おり，滞納額が2か月分以下で留まりその後返済
が進む軽度の滞納と，3か月分以上に達し居住継
続困難に至ってしまう重度の滞納があることを示
唆している。この点は，世帯の滞納行動パターン
に着目する本稿においても重要である。さらに，
宗（2017）は前述の分析において家賃滞納が経済
的要因のみに拠らないことから，672人のアン
ケート調査データを用い，個人の行動や思考様式
の影響を検討した。分析の結果，返却忘れや衝動
的な消費，ギャンブルへの適合度から成る「いい
加減因子」が家賃3か月分の滞納に影響を与える
としている。
このほか，量的調査・分析としては平山（1989）
による公営住宅に居住する家賃滞納世帯の把握
や，阿部（2012）による全国調査の家賃滞納項目
の集計，鈴木（2020）による家賃滞納を目的変数
とした分析がある。平山（1989）の調査は名古屋
市の市営住宅に限られたものだが，家賃滞納世帯
を対象とした先駆的な調査である。前年度から継
続している軽微でない滞納をとらえ，単身者とひ
とり親世帯の滞納が特に長期化しやすく滞納額も
大きくなりやすいことを指摘した。阿部（2012）
は全国調査データを用いて家賃支払いのある世帯
の滞納状況を再集計し，ひとり親世帯のうち過去
1年間に家賃滞納を経験した割合が20％を超える
ことや，低所得世帯において家賃滞納の発生率が
高いことを示している。また，鈴木ら（2020）は
家賃収納代行業者の有する利用者データ約3万8千

2) 瀧康暢・生水裕美（2013）『生活再建型滞納整理の実務』，ぎょうせい。
3) なお，関連する研究群として年金未納者に関する一連の研究がある。ただし，年金未納には制度不信や個人の
期待受領額など，困窮以外の要因も大きく影響しており，必ずしも生活に課題を抱える層をとらえたものとは
なっていない。
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件を用い，利用者属性に係る変数が2か月分以上
の家賃滞納に与える影響を分析した。分析の結
果，世帯主が20歳未満の世帯で滞納が生じやすく
60歳以上の世帯では生じにくいこと，友人同居や
子連れの未婚カップルで滞納が生じやすくカップ
ルや夫婦のみ世帯で滞納が生じにくいこと，利用
者が男性の場合に滞納しやすいこと，安定的な職
業に就いている場合に滞納しにくいこと，敷金な
し物件で滞納が生じやすいことなどを見出してお
り，これらの傾向はおおむね宗（2015）と一致す
る。なお，鈴木ら（2020）も目的変数である家賃
滞納の検討過程において，短期滞納と長期滞納を
区別しており，1か月分の家賃滞納が利用者全体
の10～20％存在するのに対し，2か月分以上の長
期滞納はごく稀に生じる問題であると述べてい
る。
このように，家賃滞納に影響を及ぼす個人や世
帯の属性については一定の知見が得られている。
ただし，サンプル数の大きい分析は民間企業等の
保有する賃貸契約関連のデータを使用したものに
限られており，公的賃貸住宅と民間賃貸住宅にお
ける家賃滞納を横断的にとらえた分析や，家賃以
外の料金の滞納との関係性をみた研究は見あたら
ない。また，賃貸契約に係るデータを用いる場
合，所得情報として契約者（世帯主）の収入が検
討されるが，家賃が家計からの支出であることを
考えれば，世帯単位での収支や資産をとらえるこ
とも重要であると思われる。
一方，公共料金の滞納者に着目した研究は少な
い。計量分析としては唯一，佐々木（2015）が
1,974人のウェブ調査データを用い，過去3年間に
おける水道や光熱費等の公共料金の滞納有無に影
響を及ぼす個人属性について分析を行っている。
ただし，本調査の回答者が世帯における世帯主で
あるかが不明であり，有意な効果が見られた個人
属性の解釈がやや困難となっている。また，前述
した阿部（2012）は記述分析ではあるものの，電
気・ガス・電話料金の滞納についても全国調査
データの再集計結果を示している。ひとり親世帯

や単身世帯，低所得世帯において過去1年間に滞
納を経験した割合が高く，滞納経験のある世帯の
多くが電気・ガス・電話の全項目を滞納している
と指摘している。
公共料金の滞納者に関する研究が少ないのは，
個人や世帯の属性と滞納の有無を同時に把握でき
るデータが限られており，特に電気や水道など複
数項目にわたる滞納状況をとらえるには生活者本
人に尋ねる方法しかないことが一因であると思わ
れる。本稿は，滞納が困窮者を早期発見する糸口
になり得ることを念頭に置き，家賃を含めた生活
インフラを成す料金の滞納に着目して，その滞納
パターンと世帯属性の関係を探るものである。

Ⅱ データと分析の方法

本稿では，国立社会保障・人口問題研究所が
2022年に全国300地区で実施した「生活と支え合
いに関する調査」の個票データを使用する4)。同
調査は，世帯主が回答する世帯票と18歳以上の世
帯員全員が回答する個人票より構成されるが，世
帯票のなかに，経済的な理由による過去1年間の
未払い・滞納経験の有無を各種公共料金等の項目
ごとに尋ねる質問があり，世帯の滞納行動パター
ンに着目する本稿の分析に適している。個票デー
タは，世帯番号を用いて世帯票と個人票をマッチ
ングし，それを世帯情報に還元することで，世帯
の滞納状況，収支，世帯構成，住居形態，公的支
援の利用状況等の情報が含まれる世帯単位のデー
タセットを構築した。
分析対象は，電気，ガス，水道，電話，家賃の

5項目について滞納の有無の回答があり，賃貸住
宅に居住していると回答した1,268世帯である。
調査における滞納項目は全部で8項目あるが，そ
のうち毎月または隔月で支払うことが一般的であ
り，滞納事実の把握が困窮の早期発見・早期介入
につながりやすいと考えられる5項目から，世帯
の滞納行動パターンをとらえることにした。な
お，滞納経験は経済的な理由によるもののみを尋

4) 統計法第32条に基づく調査票情報の課室内利用による。
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ねており，うっかりした支払い忘れなどは除外さ
れている。対象を賃貸住宅に居住する世帯に限定
したのは，そもそも家賃の支払いが生じない持ち
家等に居住する世帯を除外するためである5)。ま
た，低所得層は賃貸住宅で比較的多く，持ち家居
住世帯と賃貸住宅居住世帯とでは必要な支援も異
なることから，本稿では賃貸住宅居住世帯に限定
して分析を行い，政策へのインプリケーションを
得ることを目指す。
分析の方法は，まず世帯の滞納行動パターンを
抽出するため，滞納の有無のデータを用い，Ward
法による階層クラスター分析を行う。階層クラス
ター分析では，クラスターの統合過程を樹形図
（デンドログラム）に図示することができ，結果の
解釈が容易になることから，この手法を採用す
る。次に，得られた世帯の滞納行動パターンの規
定要因を探るため，滞納行動パターンを目的変
数，世帯の収支や資産に係る変数，世帯構成や特
性に係る変数，公的給付の受給に係る変数を説明
変数とした多項ロジスティック回帰分析を行う。
変数の具体的な構成については，各分析の節にお
いて説明する。

Ⅲ クラスター分析を用いた世帯の滞納行動パ
ターンの分類

1 使用する変数と滞納行動パターンの分類方
法

まず，クラスター分析に用いる変数について述
べる（表1）。滞納に関する質問は，「あなたの世帯
では，過去1年の間に，経済的な理由で公共料金の
未払い，家賃・住宅ローンの滞納，債務の返済が
できないことがありましたか」と尋ねた上で「電
気料金の未払い」「ガス料金の未払い」などの各項
目について「あった」「なかった」「該当しない」
を選択する形式になっている。本稿では「電気」
「ガス」「水道」「電話」「家賃」の5項目について，
「あった」を滞納あり，「なかった」を滞納なしと
する2値変数を設定し，「該当しない」の回答は欠
損値として扱った。
滞納行動パターンの分類にあたっては，全項目
に滞納なしと回答した1,159世帯を一グループと
し，それ以外の世帯，すなわち滞納が一項目以上
ある世帯（n＝109）をクラスター分析により細分
化する。これにより得られる，「滞納なし」のグ
ループを含めた滞納行動パターンの分類を，次節
の多項ロジスティック回帰分析に用いることとす
る。

2 分析の結果
滞納が一項目以上ある109世帯について，階層
クラスター分析を行った結果を図1に示す。クラ
スター分析において，5変数の滞納パターンが完
全に一致するデータ同士は初めに結合されるが，
その内訳を図左側の表に，それ以降の結合過程を
図右側の樹形図に示している。

5) 理論上は，調査時点において持ち家居住世帯でも，以前賃貸住宅に住んでおり過去1年以内に家賃を滞納した場
合や，持ち家に居住しながら賃貸住宅を借り家賃を滞納した場合がありうるが，これらのケースは例外的なもの
と考えられるため持ち家居住世帯すべてを除外した。

社 会 保 障 研 究 Vol. 9 No. 3292
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得られた樹形図をもとにクラスター数を2～7ま
で変化させた結果，クラスター数3においてクラ
スターごとの特徴が明確に分かれた。サンプル数
が少ないため過度な細分化を避ける観点からも，
クラスター数3を採用する。
得られた3つのクラスターに「滞納なし」のグ
ループを加えた4分類について，度数及び各項目
の滞納割合を表2に示す。各クラスターの特徴を
みると，クラスター1はクラスター3に次いで多い
滞納行動パターンであり，電話及び家賃の滞納割
合が高い。これを「電話・家賃型」とする。クラ
スター2は少数派であり，電気及び水道の滞納割
合が高いという特徴を有する。これを「電気・水
道型」とする。クラスター3は滞納ありの中では

最も多い滞納行動パターンであり，家賃の滞納割
合がほかの項目に比べてやや低いものの，すべて
の項目において滞納割合が高いグループと言え
る。これを「全滞納型」と呼ぶことにする。
以上の結果をまとめると，世帯の滞納行動パ
ターンは大きく「滞納なし」と「一項目以上の滞
納あり」に分けることができ，前者が全体の9割以
上を占めた。滞納ありをさらに細分化すると，滞
納項目によってそれぞれ「電話・家賃型」「電気・
水道型」「全滞納型」という特徴を持つ3つの滞納
行動パターンを見出すことができた。
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Ⅳ 滞納行動パターンの規定要因

本節では，第Ⅲ節で得られた滞納行動パターン
の規定要因を，多項ロジスティック回帰分析に
よって探っていく。世帯の滞納行動パターンを目
的変数とし，説明変数に世帯の収支や資産に係る
変数，世帯構成や特性に係る変数，公的給付の受
給に係る変数を投入することで，これらの変数が
規定要因としての効果を持つか否かを検討する。

1 使用する変数
まず，説明変数として投入する変数について述
べる（表3）。世帯の収支や資産に係る変数とし
て，所得階級，貯蓄階級，借入金階級，家賃階級
を検討する。所得階級は，同調査の集計では世帯
所得を世帯人数の平方根で除した等価可処分世帯
所得の十分位の情報が用いられていることから，
これに基づき第I十分位～第Ⅲ十分位を低所得，
第Ⅳ十分位～第Ⅶ十分位を中所得，第Ⅷ十分位～
第Ⅹ十分位を高所得と設定した。貯蓄階級及び借
入金階級については，滞納データの有無にかかわ
らず賃貸住宅居住世帯すべてのデータを用い，な
し（0円）以外の回答の中央値を参考に区分を設定
した。家賃階級も同様に，賃貸住宅居住世帯すべ
てのデータを用い，三分位の値を参考に区分を設

定した。
世帯構成や特性に係る変数については，世帯人
数，子のいる世帯ダミー，世帯内ケアダミー，世
帯主年齢，世帯主女性ダミーを検討する。世帯人
数と世帯主年齢は，連続変数として投入した。子
のいる世帯ダミーは，18歳未満の世帯員がいる世
帯を1とした。世帯内ケアダミーは，「この世帯員
は，世帯内の食事や入浴などの身の回りの世話が
必要な方の手伝いをしていますか」という質問に
「手伝っている」と回答した世帯員が一人以上い
る場合に1とした。
公的給付の受給に係る変数については，生活保
護受給ダミー，公的賃貸住宅ダミー，住宅費補助
ダミーを検討する。公的賃貸住宅ダミーは，居住
している住居形態が「公営住宅」または「都市再
生機構・公社等の賃貸住宅」である世帯を1，「民
営の賃貸住宅」である世帯を0とした。住宅費補
助ダミーは，住宅費の期限繰り延べや免除・軽減，
給付金の受給などの有無を尋ねる質問に対し，一
つ以上受けたと回答した世帯を1とした。

2 世帯の収支や資産に係る変数と滞納行動パ
ターンの規定要因
世帯の収支や資産に係る変数を用いた分析結果
を表4に示した。目的変数の参照カテゴリは「滞
納なし」であり，分析結果は滞納なしと比べたと

社 会 保 障 研 究 Vol. 9 No. 3294

表3 多項ロジスティック回帰分析に用いる変数（説明変数のみ）

注：構成比はN＝1,268に占める比率であり，欠損値があるため合計が1にならない場合が
ある。ダミー変数は1の項目の比率を示している。
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きの，各滞納行動パターンへの属しやすさを示し
ている。なお，モデルの選択指標にはAICとBIC
を用いる。
モデル1は，世帯の収支や資産に係る4変数すべ
てを投入したものである。貯蓄階級や借入金階級
には滞納行動パターンを規定する有意な効果が見
られ，家賃階級も全滞納型に対して効果があるこ
とが示唆されるが，所得階級の効果は確認できな
い。そこで，モデル2で所得階級を変数から外す
と，AIC及びBICは改善し，家賃階級の効果が確認
できなくなった。
モデル1，2からは，所得階級に滞納行動パター
ンを規定する有意な効果が見られなかった。しか
し複数の先行研究において，低所得であることが
公共料金や家賃滞納の発生率を高めるという結果
が示されている〔阿部（2012），佐々木（2015），
宗（2015）〕。そこで，モデル3において貯蓄階級を
変数から外したときの所得階級の効果を見ると，
低所得を基準としたときに，中所得や高所得であ
ることが全滞納型への所属確率を下げることが確
認できる。このことから，モデル1では貯蓄階級
を変数に投入することにより，所得階級の効果が
消えていることが分かる。なお，モデル3のAIC及
びBICはモデル1，2よりも値が悪化している。
最後に，モデル2において効果の確認できな
かった家賃階級を変数から外したモデル4を検討
する。貯蓄階級及び借入金階級の効果はこれまで
とほぼ同様の結果を示しており，まず貯蓄階級に
ついては，貯蓄なしと比べたときに300万円未満
の貯蓄があることが，電話・家賃型，電気・水道
型，全滞納型への所属確率を減少させる効果を
持っていた。また，300万円以上の貯蓄があるこ
とは，全滞納型への所属確率を減少させる効果を
持っていた。次に借入金階級については，借入金
なしと比べたときに100万円未満の借入金がある
ことが，電話・家賃型，全滞納型への所属確率を
高めていた。また，100万円以上の借入金がある
ことは，全滞納型への所属確率を高める有意な効
果があり，電気・水道型への所属確率も高める効
果があることが示唆された。モデル4のAIC及び
BICが最良となったことから，以下では貯蓄階級

と借入金階級を統制変数として用いることにす
る。

3 世帯構成や特性に係る変数と滞納行動パ
ターンの規定要因
次に，世帯構成や特性に係る変数について検討
する。モデル1は世帯構成や特性に係る変数のみ，
モデル2はそれに貯蓄階級と借入金階級を加えた
ものとし，分析した結果を表5に示した。モデル1
では，世帯内ケアダミーが電話・家賃型に対して，
世帯主女性ダミーが電気・水道型に対してそれぞ
れ有意な効果を持っており，世帯人数も電気・水
道型に対して効果を持つことが示唆されている。
しかし，モデル2では世帯内ケアダミーと世帯主
女性ダミーの効果が10％水準でのみ有意となり，
世帯人数の効果は消えている。このことから，世
帯内で育児・介護等のケアを行っていることが電
話・家賃型への所属確率を減少させること，また，
世帯主が女性であることが電気・水道型への所属
確率を高めることが示唆された。

4 公的給付の受給に係る変数と滞納行動パ
ターンの規定要因
最後に，公的給付の受給に係る変数について検
討する。モデル1は公的給付の受給に係る変数の
み，モデル2はそれに貯蓄階級と借入金階級を加
えたものとし，分析した結果を表6に示した。モ
デル1では，生活保護受給ダミーが電気・水道型と
全滞納型に，住宅費補助ダミーが電話・家賃型と
全滞納型に対して有意な効果を持っているが，こ
のうち生活保護受給ダミーの電気・水道型に対す
る効果はモデル2では消え，それ以外の効果は有
意なまま残っている。また，モデル1では公的賃
貸ダミーが電話・家賃型に，住宅費補助ダミーが
電気・水道型に対して10％水準で有意な効果を
持っているが，モデル2ではそれらの効果は見ら
れなかった。以上より，世帯が生活保護を受給し
ている場合，全滞納型に所属しやすい。また，世
帯が何らかの住宅費補助を受給している場合，電
話・家賃型と全滞納型に所属しやすいことが分
かった。

社 会 保 障 研 究 Vol. 9 No. 3296
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Ⅴ 考察

本稿では，生活インフラである公共料金や家賃
の滞納に着目し，「電話・家賃型」「電気・水道型」
「全滞納型」「滞納なし」という世帯の滞納行動パ
ターンを抽出した。先行研究では生活インフラに
係る複数料金の滞納に関する知見がほとんどな
く，唯一阿部（2012，p.27）が「ライフラインの危
機は，どれか1つが突発的に起こるものではなく，
起こる世帯にはすべて同時に起こることが多い」
と言及している。本稿は，滞納行動パターンにつ
いてより解像度の高い分析を行い，「全滞納型」だ
けでない複数の型を見出したものと位置づけられ
る。
さて，「滞納なし」を基準としたとき，各パター
ンの規定要因として有意な結果が得られた変数と
効果の正負をまとめると表7のようになる。この
結果から各滞納行動パターンに属する世帯の特徴
を読み取ると，「全滞納型」は貯蓄がなく借入金が
ある，すなわち資産全体が非常に小さいか負にな
るような経済的困窮世帯が多いことが推察され
る。また，生活保護や住宅費補助などの公的給付
を受けていることも多いと思われる。公的給付の
受給については，過去1年間に各種滞納が積み重
なって受給に至った場合と，受給世帯が家計を管
理できずに各種料金を滞納している場合，どちら
の方向もありうる点に留意する必要がある。前者
の場合，最初の滞納が始まった時点で介入できる
可能性がある。後者の場合は，公的給付の支給と
家計改善支援事業を一体的に実施することが重要
であり，被保護者はもちろん，住居確保給付金の

受給者や公的賃貸住宅の家賃減免を受けた世帯等
についても，給付と家計相談をセットで提供する
取り組みが引き続き求められるだろう。
一方，「電話・家賃型」や「電気・水道型」は「全
滞納型」よりも規定要因が少なく，「滞納なし」グ
ループとの違いが相対的に小さかったと言える。
特に「電気・水道型」は，今回使用した変数の中
では貯蓄以外に「滞納なし」との明確な違いが見
られなかった。所得や借入金，公的給付の受給状
況について「滞納なし」グループと大きく変わら
ないとすると，「電気・水道型」には一時的な理由
による滞納など，比較的軽微なものが含まれてい
ることが考えられる。ただし，このグループは貯
蓄がないために一時的な経済的事情に対応できな
い可能性があることには注意したい。
これに対し，「電話・家賃型」は借入金があり，
住宅費補助を受けている世帯が属しやすいなど，
「全滞納型」と「電気・水道型」の中間的な位置に
あった。困窮の早期発見という観点からは，この
グループへのアプローチが効果的である可能性が
示唆されよう。具体的には，居住支援協議会を通
じた不動産業者と支援機関の連携，電話回線会社
の協力による相談窓口案内のプッシュ型通知など
が考えられる。
本稿は世帯の各種公共料金及び家賃の滞納情報
を用い，賃貸住宅居住世帯の滞納行動パターンと
その規定要因を試行的に模索した。本稿で使用し
たデータは滞納経験のある世帯のサンプル数が限
られているなど一定の限界があるものの，「電話・
家賃型」「電気・水道型」「全滞納型」という異な
る滞納行動パターンを提示し，困窮の早期発見と
いう観点からアプローチすることが重要なグルー
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表7 滞納行動パターンの規定要因に関する分析結果のまとめ
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プに迫ったという点で，追究すべき研究及び実践
領域を示すことに貢献できたのではないかと思わ
れる。今後の課題としては，まず，複数時点の同
調査データを用いた分析による今回の分析結果の
妥当性の検証が必要である。また，困窮世帯の
ケーススタディを通じ，例えば電気・水道料金を
滞納する事情と電話代や家賃を滞納する事情に違
いがあるのか，全滞納に至る前にどのような滞納
の兆しがあったのかといった質的検証が求められ
るだろう。
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Household Arrear Patterns and Their Determinants
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Abstract

As we move towards aʠcommunity-based inclusive society,ʡit is becoming increasingly
important to identify households and individuals in the community who are experiencing difficulties. This
paper focuses on household arrears as a clue to reaching out to those in need and aims to draw policy
implications from an analysis of patterns of utility bill and rent arrears and their determinants.

From the analysis, the following patterns of household arrears emerged：ʠtelephone/rent
arrears,ʡʠelectricity/water arrears,ʡʠall arrears,ʡandʠno arrears.ʡWhenʠno arrearsʡwas used as
the reference point, having debt, receiving welfare benefits, and receiving housing subsidies had a positive
effect as determinants for the other patterns while having savings had a negative effect. Many significant
determinants were found forʠall arrears,ʡbut fewer forʠelectricity and water arrears.ʡ

ʠTelephone/rent arrearsʡwas positioned somewhere betweenʠall arrears,ʡwhich presumably
includes households in severe financial situations, andʠelectricity/water arrears,ʡwhich includes those
with minor arrears. From the perspective of early intervention, it was suggested that an approach to this
group could be effective. Further analysis using data from multiple time points and qualitative verification
will be required in the future.

Keywords：Arrear, Utility bill, Rent, People in need, Early intervention


